
第６５期 ＥＮＥＯＳ保険サービス株式会社

円 円

3,548,787,806 1,798,439,728

（ 3,310,056,937 ） （ 1,419,851,338 ）

1,038,196,591 200,429,539

2,127,013,324 18,955,248

5,972,493 27,342,100

138,874,529 14,199,100

954,057,211

99,564,000

105,304,140

（ 238,730,869 ） （ 378,588,390 ）

〔 16,784,025 〕 268,404,000

2,841,192 20,090,000

13,942,833 90,094,390

〔 9,519,900 〕 1,750,348,078

9,519,900 （ 1,750,348,078 ）

〔 101,000,000 〕

〔 12,176,097 〕

1,328,424

〔 212,426,944 〕 10,847,673

32,622,056 〔 1,637,171,981 〕

58,686,051 23,921,576

178,954,888 1,613,250,405

850,000 200,000,000

△ 58,686,051 1,413,250,405

3,548,787,806 3,548,787,806

                      

短 期 貸 付 金 未 払 費 用

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

未 収 入 金 未 払 消 費 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

建 物 附 属 設 備

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 未 払 金

貸　　 借　　 対　　 照　　 表
（２０２２年３月３１日 現在）

科         目 金          額 科         目 金          額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品 そ の 他 固 定 負 債

純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア 株 主 資 本

別 途 積 立 金

貸 倒 引 当 金

資 本 金

無 形 固 定 資 産

資 本 剰 余 金

長 期 未 収 入 金

資 本 準 備 金

繰 越 利 益 剰 余 金

資 産 合 計 負 債 お よ び 純 資 産 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金差 入 保 証 金

利 益 準 備 金

繰 延 税 金 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 の 投 資
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第６５期 ＥＮＥＯＳ保険サービス株式会社

円 円

1,608,710,822  

1,248,609,627  

360,101,195  

1,447,085  

10,589,484  12,036,569  

372,137,764  

960,000  960,000  

988,872  988,872  

372,108,892  

174,836,870  

△ 49,569,016  

246,841,038  

損　　益　　計　　算　　書

自  ２０２１年　４月 １ 日

至  ２０２２年　３月３１日

営 業 収 益

販 売 費 お よ び 一 般 管 理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

特 別 損 失

受 取 利 息

雑 収 入

経 常 利 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税および事業税

固 定 資 産 除 却 損
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個別注記表

（１）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産 2016年4月1日以降に取得した建物附属設備・・・・・・　定額法

（リース資産を除く） その他　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　定率法

　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

　②無形固定資産 　定額法を採用しております。

（リース資産を除く） 　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。

　③リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　④長期前払費用 　均等償却によっております。

（２）引当金の計上基準

　①退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、会社都合退職による期末要支給額を計上しております。

　②役員退職引当金 　役員の退職慰労金支給に備えるため、退職慰労金支給に関する内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

　③賞与引当金 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。

　④貸倒引当金 　売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

（３）収益及び費用の計上基準

当社は保険代理店業を行なっており、顧客との保険契約の開始日をもって、純額にて収益

を認識しております。

なお、企業保険契約については、期末における未経過分より将来返金される可能性のある

金額を見積り、契約負債として認識しております。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①消費税の会計処理

　　　税抜方式によっております。

　②連結納税制度の適用

　　　連結納税制度を適用しております。

  収益認識に関する会計基準の適用

当事業年度より、「収益認識に関する会計基準」を適用しております。

これにより、当期の売上高は６３，７３８，６１５円減少しております。

  収益認識

期末における返金の可能性を見積り、収益より控除しております。

当年度の計上額 １７６，４４４，７３７円

　繰延税金資産

将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もっております。

当年度の計上額 １７８，９５４，８８８円

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

２．会計方針の変更に関する注記

３．会計上の見積りに関する注記



（１）顧客との契約から生じた債権 円

（２）契約負債 円

（１）顧客との契約から生じた収益 円

（１）事業年度の末日における発行済株式の種類および数

普通株式 ４５，０００株

（２）剰余金の配当に関する事項

　２０２１年６月２４日の株主総会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項

　　　　配当金の総額

　　　　１株当りの金額

　　　　基準日

　　　　効力発生日

　２０２２年６月３０日の株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

普通株式の配当に関する事項

　　　　配当金の総額

　　　　１株当りの金額

　　　　基準日

　　　　効力発生日

２２５，４５０千円

４．貸借対照表に関する注記

１３８，４３８，３３９

１９４，０８９，２１１

５．損益計算書に関する注記

１，６０８，７１０，８２２

６．株主資本等変動計算書に関する注記

２０２２年６月３０日

５，０１０円

２０２１年３月３１日

２０２１年６月２５日

１２３，３００千円

２，７４０円

２０２２年３月３１日


